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そこで知事に伺います。課税世帯であっ

ても、子どもの大学などの進学などによっ

て生活が苦しくなる世帯に対し、県営住宅

の家賃を減免するなど支援策を考える必

要があると思いますが、知事の見解を伺い

ます。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

 

 

（３）高齢者の日常生活や社会参加を支える補聴器購入補助について 

コロナ禍の困難は、若者や現役世代にとどまらず全世代の課題です。高齢者向けの各種調査にお

いても、運動不足による体の機能の衰えだけでなく、人と会う機会が減ったことで「物忘れが気に

なるようになった」、「生きがいを感じなくなった」という人が 60 代以上で増えていて、専門家は

対策が必要だと指摘しています。 

私たちがかねてより求めてきた補聴器

購入補助制度の創設は、高齢者の日常生活

を支えるために有効な施策だと考えます。

障がいのある・なしを問わず、聴力の低下

は周囲の事象への関心の低下、社会参加の

阻害要因になり、認知症リスクを高めるこ

とも広く知られています。 

高齢者の難聴に対しても補助制度を創

設することが必要です。併せて、補聴器相

談医が必要と証明すれば医療費控除の対

象となることや、認定補聴器技能者が補聴器調整の専門的知見を有することなど、情報を周知すべ

きと考えます。 

そこで知事に伺います。高齢化が急速に進む本県であるからこそ、高齢者の認知症予防、日常生

活と社会参加を保障するために、第一段階として生活困窮の状態にある難聴者への補聴器補助制度

を創設すべきと考えますが、見解を伺います。 

また、認定補聴器技能者や補聴器相談医に関する情報を県民に適切に提供すべきと考えますが、

見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 


